R7.10.1　契約管理課

[bookmark: _Hlk67395613]建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者
及び監理技術者補佐の県発注工事の取り扱いについて

建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（旧建設業法における特例監理技術者。以下「専任特例２号の場合の監理技術者」と言う。）及び監理技術者を補佐する者（監理技術者補佐）の県発注工事における当面の対応について、下記のとおり取り扱うこととしましたのでご留意願います。

１　次の要件に該当する場合は、専任特例２号の場合の監理技術者の配置を認めます。
　　（※対象工事については、入札公告、特記仕様書に記載されます。）

	区分
	[bookmark: _Hlk209104929]土木事務所等が
発注する工事
	県本庁発注の建築工事
	県本庁発注の設備工事

	金額要件
	[bookmark: _Hlk209104980]当初設計額が３．５億円未満
	当初設計額が２億円未満
	当初設計額が２億円未満

	兼務範囲
	同一土木事務所管内

	対象工事
	兼務する工事が緊急工事※
同士でないとき（どちらか
一方が緊急工事の場合は可）
	計画修繕工事（外壁、防水などの外部改修で、内部改修を含まない工事）
	計画修繕工事（機器更新工事を主体とする工事で、断続的に現地で施工する工事）

	その他
	各発注機関等が兼務を認めるとき（兼務先工事の発注機関を含む）


　※緊急工事とは、24時間体制での応急修理工や緊急巡回等が必要な工事

２　監理技術者補佐の資格要件について
(1) 　監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること
　なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は専任特例２号の場合の監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。
(2) 　監理技術者補佐は受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

３　専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定している場合の手続きについて
(1) 入札参加申込時に、「別紙」に必要事項を記入のうえ、入札参加申込書と
ともに電子入札システムにより発注機関に提出すること。
※当面の間、電子入札システム以外の方法（持参、郵送、FAX）も認めます。
(2)　開札後、落札候補者となった場合は、入札参加資格確認時に「様式６号の
２（専任特例２号の場合の監理技術者用、監理技術者補佐用）に添付資料を添えて発注機関に提出すること。

※指名競争入札で発注された対象工事に専任特例２号の場合の監理技術者の配置を希望する場合は、落札決定後に発注機関と個別に調整すること。
別紙

建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号の場合の監理技術者）の配置を予定している場合の確認事項

	□
	専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定している
（　□　既受注工事との兼務　　　□　現在参加申込中の別工事との兼務　　）

	□
	建設業法第26条第３項第２号による監理技術者の職務を補佐する者を専任で配置すること。

	□
	同一の専任特例２号の場合の監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件までとする。

	□
	専任特例２号の場合の監理技術者が兼務できる工事は同一土木事務所管内の工事である。

	□
	【土木工事のみ、建築工事は除く】緊急工事（※）同士の兼務ではない。
※24時間体制での応急修理工や緊急巡回等が必要な工事

	□
	【既受注工事の場合】兼務先工事の発注元は専任特例２号の場合の監理技術者の配置による本工事との兼務を認めている。

	□
	本工事は、総合評価落札方式の工事で「専任補助者（専任）を配置」しない。もしくは総合評価落札方式の工事ではない。

	□
	上記項目を全て満たしている。



令和　　年　　月　　日

　（発注者）
　契約担当者　　　　　　　　　　
　　兵庫県〇〇　　〇　〇　〇　〇　様

　　　　　　　　　　　　　　（受注者）
　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　
　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　　　）　　　　―　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　

